
 

 

第７回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成 24 年５月 29 日（火）14:00～16:00 

２ 場 所：文部科学省３階３Ｆ２特別会議室 

３ 出席者 

委  員：五十嵐委員、大原委員、神谷委員、坂西委員、迫田委員(座長代理)、

塚本委員(座長)、徳岡委員、中村一夫委員、野村委員、薬師堂委員、

横山委員、澤委員、中村徹委員、幡多委員、八村委員、山田委員、 

吉田委員、堀委員 

関係省庁：内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省、農林水産省 

４ 議題 

（１）最近の情勢について 

（２）バイオマス事業化戦略の課題と方向について 

５ 概 要： 

【要旨】 

・ 最近の情勢として、環境省より 2013 年以降の地球温暖化対策・施策に関する検討

状況について、経産省より固定価格買取制度とバイオマスビジネス活性化について情

勢報告があった。 

・ これまで出された意見等を踏まえ、バイオマス事業化戦略の課題と方向について議

論を行った。 

・ 次回会合は６月 27日(水)に開催し、バイオマス事業化戦略について議論予定。 

【主な発言】 

（１）2013 年以降の地球温暖化対策・施策に関する検討状況について 

・ 地球温暖化対策では、バイオマス燃料・熱・発電ともに意欲的な導入量の数値が

議論されており、本検討チームの事業化戦略の中で実行性のあるアクションプラン

を策定する必要。 

 

（２）固定価格買取制度とバイオマスビジネスの活性化について 

・ バイオマスは廃棄物処理としてやらなければならない面もあるので風力や太陽光

とは異なる点に留意が必要。また、事業化だけでなく地域活性化などを含めた総合

判断が必要。 

・ ＦＩＴ制度を活用しバイオマスの事業化を具体的に進める必要。生ごみの７割は

家庭系であるが、燃焼ではなく、バイオガス化によりエネルギー収支を上げること

が重要であり、環境省と経産省の連携が必要。 

・ バイオ燃料について、日本はガソリン車比率が高いが、ＥＶ等の参入により需給



 

のバランスが変わってくるので、ＢＤＦ利用も考慮し、ガソリンからディーゼル燃

料へのシフトも考える必要。 

・ 石油業界はＣＯ2削減効果や精製コスト等からディーゼル燃料の導入拡大を要望し

ているが、排ガス規制が厳しいために遅れているのが実情。ディーゼル車が市場に

出てきているので、2030 年にどれくらいのディーゼル燃料の需要があり、ガソリン

とディーゼルの比率はどうあるべきか等の議論が必要。 

・ 国内のガソリン需要の減少が予測される中で、他国の需要増を考えれば、将来は

持続可能性基準に合致したブラジル産のバイオエタノールが日本に回ってこなくな

る可能性。また、第二世代のセルロース系の技術開発は長期的視点で考える必要。

国内バイオマスがないので、開発輸入ということでなく、データを見て技術や比率

を議論する必要。 

 

（３）バイオマス事業化戦略の課題と方向について 

＜全般＞ 

・ バイオマス産業都市は非常にいい取組であるが、民間だけではできないこととし

て、メタン発酵後の消化液の地域利用や農家のインセンティブなど国や自治体の支

援や普及策が必要。 

・ ドイツでは、メタン発酵後の消化液はすべて液肥として利用し、エネルギー作物

に補助を出している。木質バイオマス利用では、市町村を超えた広域での事業化を

どうやって進めるかが課題。広域の場合、後押しや決定プロセスをどうするかとい

う観点が必要。 

・ バイオマス利活用には様々な関係者が連携する必要があり、地域のバイオマス産

業を育成するため、関係者が地域で融合・集中・組合せの妙で推進することが必要。

施策の誘導主体である自治体は、環境、農林、産業などの関係部局が一本化・コー

デイネートした上でアクションプランをつくる必要。 

・ 今回の事業化戦略を受け、民間として新たなビジネスモデルや周辺の技術開発に

積極的に取り組みたい。 

・ バイオマス活用については、バイオマス活用推進基本計画があり、この事業化戦

略はそれに置き換わるものとの誤解を生じる可能性があるので、基本計画との関係

を記述した方がよい。 

 

＜バイオ燃料＞ 

・ バイオマス電気は FIT制度が追い風になるが、バイオ燃料にはない。バイオ燃料

であるＢＤＦは、廃食用油等を利用した持続可能性が高い燃料であるが、地域流通

システムがなく、混和時に軽油引取税が課税されるため、Ｂ５での利用が進んでお

らず、自治体等はＢ100 で利用している実態。一方、ポスト新長期対応車両が導入



 

されるとＢ100 は窒素酸化物排出量が増えるので対応できなくなってしまう。ＢＤ

Ｆの普及が進む中で、ポスト新長期対応車両の導入によって、せっかく広がってい

るＢＤＦの普及が後退してしまうことを懸念。ＢＤＦ混和分の軽油引取税減免とや

れる地域からでも流通体制の整備が必要。 

・ 再生可能エネルギーの活用には FIT 制度があるが、バイオ燃料は何もない。バイ

オエタノールと同様に混和時の軽油引取税減免による政策誘導を強く打ち出して欲

しい。 

 

＜国産バイオマス活用と海外戦略＞ 

・ 復興特区のように、例外措置として国産バイオマス利用へのインセンティブが必

要であることを戦略に盛り込む必要。 

・ 地産地消のバイオマスの活用が重要。自動車や家電は高い電力でつくると価格が

上がり競争力で負けるが、国内消費はニュアンスが異なる。国内の雇用創出を含め

国内バイオマスの利用を進めることが大事。短期成長木を耕作放棄地に植えるなど、

国内バイオマスの賦存量を高める政策が必要。 

・ 海外戦略について、国内バイオマスが海外産に比べ価格が高いため、海外から輸

入すればよいということになりかねず、ＦＩＴや軽油引取税もその一環であるが、

国内バイオマス利用に対するインセンティブが必要。 

・ 日本は海外から多くの安価な木質チップを輸入しているが、現状を踏まえ、地域

資源と海外資源をどうやってうまく組み合わせて使っていくか、海外との連携が課

題。 

 

以 上 

 


